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研究成果の概要（和文）：開発途上国の経済発展においてどのような社会ネットワーク構造がより効果的かについて、
エチオピア及びインドネシアを対象にして、社会実験を行ったうえで農村世帯および企業レベルのミクロデータによっ
て定量的に分析を行った。社会実験を行うのは、より因果関係を明確にするためである。その結果、社会ネットワーク
は技術の普及に大きな役割を果たすが、いわゆるスモールワールド的なネットワーク構造ではなく、共同体内の密なつ
ながりとよそ者とのつながりの両方を兼ね備えた多様性を持つネットワーク構造が途上国の技術伝播に最も効率的であ
ることが示唆された。これらの結果は6本の論文として発表され、一般向けのセミナーでも紹介された。

研究成果の概要（英文）：This research project examined how the structure of social networks affects 
economic development of less developed countries, using quantitative analysis based on social experiments 
and micro-data at the household and firm level in Ethiopia and Indonesia. We conducted social experiments 
in order to estimate causal effects more accurately. In summary, we find that while social networks 
substantially affect technology diffusion, the network structure affects the effectiveness of diffusion. 
In particular, we find that networks which embody both dense and strong ties within the community and 
weak ties with outsiders are more effective than small-world networks. The results have been published in 
6 papers and presented in seminars to non-academic audience.

研究分野：経済政策
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１．研究開始当初の背景 
 
開発経済学分野の多くの実証研究は、社会
ネットワークが、技術伝播や制度構築を通じ
て開発途上国の経済発展に対して大きな影
響を及ぼしていることを示している。これら
の研究は、例えば Foster and Rosenzweig
（2010）や Durlauf and Fafchamps（2006）に
まとめられている。しかし、どのようなネッ
トワークの構造が経済発展により大きく貢
献するのかについて、十分に分かっていると
は必ずしも言えない。 
数学や物理学をベースとする社会ネット
ワーク論に基づくWatts and Strogatz（1998）
の研究によれば、知り合い関係をいくつかた
どれば全世界の人々がつながっているよう
な「スモールワールド・ネットワーク」にお
いては、伝染病の感染や情報の伝達が速く大
きく広がっていく。しかし Centola（2010）は、
人々が新しい生活習慣を取り入れるには、ス
モールワールド・ネットワークよりも、ネッ
トワーク内の人々が密につながっている「私
の友人たちは友人同士」的なネットワークに
よる情報伝達のほうが効果的であることを、
インターネット上の社会実験によって示し
た。これは、新しい習慣を取り入れるには、
1 人から情報を得るだけでは不十分で、多く
の知り合いからの情報に後押ししてもらう
必要があるからだと考えられる。 
この結果を途上国における新技術の普及
に応用すれば、地域内の密なネットワークが
不可欠であるとの示唆が得られる。半面、途
上国においては、そもそも新技術を知る人間
とのネットワークがないことが技術普及の
障害になることも多く、スモールワールド的
なネットワークがより重要である可能性も
ある。ところが、このようなネットワークの
構造の違いが経済発展に及ぼす影響を、途上
国におけるミクロデータで実証した研究は
ほとんど存在しない。 
このような問題意識から、研究代表者は社
会ネットワーク論を専門とする研究分担者
と２年前から共同研究を行い、エチオピア農
村において社会ネットワークの構造につい
て詳細に調査した世帯レベルのミクロデー
タを収集して、社会ネットワーク構造と農業
技術の普及との関係を分析する研究を行っ
てきた。その結果、例えば農業普及員とのネ
ットワークを持つ農民よりも、むしろ友人・
親戚とのネットワークが大きい農民の方が
より多くの新技術を利用しているといった、
いくつかの興味深い発見があった。しかし、
社会ネットワークと技術普及との間には双
方向の因果関係が存在するために、ネットワ
ークと技術普及との相関関係が、ネットワー
クが技術普及に与える効果を表していると
は必ずしも言えないという課題が残った。 
因果関係を計量経済学的に推計するのが
難しい場合には、社会実験を行うことが最近
の経済学で急増している（Duflo, et al., 2007）。

したがって、本研究では社会実験を取り入れ
ることで、このような問題を克服することを
目指す。さらに、調査対象をエチオピアの製
造業やインドネシアの農村にも拡大するこ
とで、様々な視点からの分析を試みる。 
 
２．研究の目的 
 
以上のことから、本研究の中心的なリサー
チ・クエスチョンは「どのような社会ネット
ワークの構造が途上国の経済発展により効
果的であるか」である。特に、Centola（2010）
の発見に基づき、地域内での密なネットワー
クと、多くの場合地域のコミュニティ外にい
る情報の要となるキーパーソンとのネット
ワークとのどちらがより効果的なのか、もし
くはそのどちらもが必要なのか、という点に
ついて詳細に分析を行う。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は以下の３つの地域を対象として、
それぞれ異なった焦点を設定して、前項の研
究目的に関連した分析を行う。 

 
（1）エチオピアの農村における農業技術の
伝播・農外活動の発展 
無作為に選ばれた農民に対して携帯電話
を配布したり、携帯電話の SMS（ショート・
メール・サービス）によって情報を送付した
りする社会実験を行う。それによって社会ネ
ットワークの特性や構造が外生的に変化す
ると考えられるため、ネットワークが技術伝
播や農外活動の発展に与える効果が適切に
推計できる。 

 
（2）エチオピアの小規模地方都市における
アパレル産業の集積の発展 
 無作為に選ばれた地域のテーラー（仕立て
屋）に対して、首都の大規模集積の視察やバ
イヤーとの顔合わせ会などを行う。このよう
に外生的にネットワーク構造を変化させる
ことで、ネットワークが企業の成長や地方の
産業集積の発展に与える効果を推計する。 
 
（3）インドネシアの農村における社会ネッ
トワークの形成 
 インドネシアの農村において、多数の村の
農民を対象にした農業技術セミナーを行う
ことで、農民が自分の村以外の農民とつなが
る機会を設け、どのようにつながりが形成さ
れ、維持されるかを分析する。さらに、その
ようなつながりが農業技術の伝播にどのよ
うな効果があるかを推計する。 

 
いずれのテーマについても、社会実験を実
施しながら、家計・企業調査を複数年にわた
って行って、ミクロデータを収集する。 
 このとき、社会ネットワーク論の手法を用
いて、個々人の持つネットワークの密度、広



がりなど、ネットワークの特性や構造を定量
化する。特に、エチオピア農村のある地域に
おいては、地域内のネットワークについて完
全に網羅して調査して、正確にネットワーク
の構造を把握する。 
このようにして収集したデータを用いて、
応用ミクロ計量経済学の手法によって、社会
ネットワーク構造の変化が、農業技術の普及、
地域の農外活動や産業集積の発展などに与
える効果を定量的に推計する。 
 
４．研究成果 
 
項目 3で述べた 3つのテーマについてそれ
ぞれ以下のような成果を得た。 
 
（1）エチオピア農村において、簡単な農業
技術は農業技術普及員とのつながりによっ
て急速に普及するが、複雑な技術は普及員と
のつながりだけでは十分ではなく、むしろ農
民同士の密接なつながりによって普及が進
むことがわかった。これは、複雑な技術の場
合には、農民同士が議論したり教えあったり
することが普及の促進に重要であることを
示しており、共同体が技術普及に果たす役割
の重要性を示唆するものである。また、普及
員から知識を得た農民からさらに別の農民
へと知識が伝播することはないことがわか
った。これらの結果を総合すると、いわゆる
スモールワールド的なネットワーク構造で
はなく、共同体内の密なつながりとよそ者と
のつながりの両方を兼ね備えた多様なネッ
トワークが農業技術伝播に最も効率的であ
ることが示唆された。 
 
（2）エチオピアの地方都市の縫製業の集積
において、集積地内のビジネスネットワーク
が零細事業者の売上や技術の成長に与える
影響を分析し、どちらにもプラスの効果があ
ることを見出した。この集積地は地方都市の
市場（マーケット）という狭い地域で発達し
つつあるものであり、そのような途上国にお
いて発展の初期段階にある零細事業者にお
いても、近隣の事業者との情報交換が事業の
発展に重要であることが示唆されている。 
 
（3）インドネシア農村において、世帯同士
の社会ネットワークによって新しい消費財
の普及が促進されるかを分析した。その結果、
商品によってネットワークの効果があるも
のとないものがあることがわかった。この結
果は、途上国農村における BOPビジネスに対
して示唆を与えるものである。また、携帯電
話の利用が必ずしも農民同士のコミュニケ
ーションを促進しているわけではなく、農業
技術伝播において顔の見える関係がいまだ
に重要であることもわかった。この結果は、
ICT 技術が途上国の経済発展に寄与するには、
同時に交通インフラを整備して共同体の密
なつながりを強化する必要があることを示

唆している。最後に、インドネシア農村にお
いて、農村内の密なつながりと農作物の貿易
商などの外部とのつながりの両方がある村
において、もっとも広範に農業技術が伝播す
ることが見出された。この結果は、エチオピ
ア農村における結果と整合的である。 
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